【意見提出要領】

寝屋川市住宅宿泊事業法施行条例及び寝屋川市旅館業法施行条例
の改正（骨子案）について、みなさまのご意見を募集します
１　寝屋川市住宅宿泊事業法施行条例及び寝屋川市旅館業法施行条例の改正（骨子案）について
　　住宅宿泊事業に係る届出住宅については、現在、住居専用地域における営業日数の制限等を設けていますが、令和８年７月15日付けで「住宅宿泊事業法に規定する届出住宅に係るゼロ日規制等について（技術的助言）」が国から発出され、住宅地や教育施設等の適切な環境が損なわれる場合、地域の実情にあわせた区域や期間の規制が合理的と認められる限度において可能に(ゼロ日規制が容認)なったところです。

これを踏まえ、本市においても、住居専用地域、住居・準住居地域、準工業・工業地域において届出住宅の営業を認めないこと及び近隣商業・商業地域においては、営業日数の制限すること並びに事業の適正運営のために講ずべき措置を追加するため、本改正を行うものです。
簡易宿所営業については、宿泊者の安全確保及び適正な施設管理を図る観点から、構造設備に関する基準を定めているところですが、近年、宿泊形態の多様化に伴い、無人での運営等では、宿泊者の本人確認や出入りの把握、緊急時における迅速な対応が十分に確保されない恐れがあることから、必要とされる構造基準に宿泊者その他の利用者の出入りを容易に確認でき、かつ、これらの者と直接面接できる場所にフロント又は玄関帳場を設けることを追加するなど、適正な管理体制及び公衆衛生の向上を図るため、本改正を行うものです。

このたび、寝屋川市住宅宿泊事業法施行条例及び寝屋川市旅館業法施行条例の改正（骨子案）について、寝屋川市パブリック・コメント手続要綱第５条の規定に基づき、意見募集を実施します。
※　資料は、保健所、市民情報コーナー、サービスゲート、市立中央・東・こども図書館、各シティ・ステーション及び堀溝サービス窓口、市パスポートセンター、市ホームページで見ることができます。
２　意見の提出方法
(1)意見を提出できる人
ア　寝屋川市内に住んでいる人
イ　寝屋川市内の事務所や事業所に勤めている人
ウ　寝屋川市内の学校に通学している人
エ　寝屋川市内に事務所や事業所を持つ個人や法人その他の団体

オ　寝屋川市税の納税義務を有する人　
カ　この案件に利害関係を有する人
(2)意見の募集期間

　　　令和８年11月３日（火）～令和８年12月２日（水）
(3)提出方法

　　　下の提出先に、直接書面を持参するか、郵便、ファクシミリ、電子メールにて提出してください。意見には、必ず住所・氏名・案件名を明記してください。直接持参の場合は、平日午前９時から午後５時30分までにお願いします。様式を添えておりますが、任意の様式でも構いません。

※　提出された意見は、原則として公表します。
なお、提出者個人の住所・氏名等の情報については、個人情報の保護に関する法律に基づいて、適切に扱います。

※　条例等に対する賛成・反対ではなく、具体的な意見をお願いします。
　　※　電話など口頭による意見の受付は行いません。

　(4)提出先・問合せ先

　　　寝屋川市健康部保健衛生課（市立保健福祉センター２階）

　　　〒572-8533　寝屋川市池田西町28番22号
TEL 072-829-7721（直通）　
FAX 072-838-1152
E-mail: h-eisei@city.neyagawa.osaka.jp
　(5)提出された意見の取扱い

市は、提出いただいた意見を受け止め、案に盛り込めるかどうかよく考えた上で、提出された意見のあらましと、意見に対する考え方を公表します。
※　個々の意見に対して、直接回答はしません。
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